































































































































の代表が 1名，幼児初等教育の代表が 1名，教員組合の代表が 1名が入り，計 7名で
構成されています。これらの代表はそれぞれの分野・組織において選挙などで選ばれ
ています。例えば中等教育であれば中等教育学校の校長が選挙権と被選挙権を持って
いますし，幼児初等教育であれば地方教育事務所，これは教育委員会のようなもの
で，そこに所属する指導主事や小学校の校長先生が選挙権と被選挙権を持っていま
す。また，教員組合については最大組織である一つの教員組合内において選挙が伝統
的に行われています。教育最高評議会の会議は月に 5回，それぞれのメンバーが自分
の職場から集まってこれる夕方の時間帯に行われています。もちろん，メンバーは評
議会内においては各所属団体の利害から中立であることが義務付けられています。こ
の評議会には事務局長，これが日本で言う教育委員会における教育長のような立場
で，教育省の職員が任命されています。とは言っても，この事務局長になるには， 5
年間の教職経験が必要であると法律に明記されています。事務局長は評議会に参加し
なければならず，発言権は認められていますが議決権はありません。ここが日本の教
育長とは大きく違うところと言えます。
　他方，地方レベルには，日本の教育委員会に相当する地方教育事務所があります。
日本の教育委員会と比べて地方教育事務所というのはあまり強い権限を持っていませ
ん。どちらかというと教育省の決定した事柄をそのまま実施することが多いのが現状
です。学校側にも，日本の学校運営協議会に相当する組織があり，教育審議会・行政
審議会というものですが，学校の予算を管理することが主な役割となっています。そ
れぞれの審議会のメンバーには地域住民・父母・元教員などの代表が市によって選ば
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れています。ただこのとき，メンバーは学校から提出された候補者リストの中から選
ばなければならないことになっています。このようにそれなりに政治中立的にメン
バーが選ばれるものの，審議会自体は学校予算を管理することに主目的が置かれてお
り，学校内の教育内容にはほとんどタッチできていないのが現状です。
　ここまで，日本とコスタリカの教育権の現状について簡単にですが説明しました。
以上のようにそれぞれの国の制度の中に創立者の提案された四権分立，教育権の独立
に適うような制度・組織があることがご理解いただけたと思います。では次に，これ
らの制度・組織の現状に鑑み，教育権の適正な独立をさらに確保するためにはどのよ
うな改革案が考えられるのかについてみていきたいと思います。
　コスタリカでは，まず国の教育内容を決める教育最高評議会の権限強化が考えられ
ると思います。現段階でも予算は評議会が独自にもてるため，教育省を介することな
く一法人として直接契約を結ぶことができます。ただ，問題なのが予算額が少ないこ
とです。どうしてもよりよい政策を立案するにはそれを担保する研究・調査が必要で
す。また，よりよい政策を立案するには教育省内の専門家やブレインのような人の力
も必要となるでしょう。評議会のメンバーにどういう人を入れるかというところで，
もう少し地域の代表，学生の代表などを入れるべきだと思います。また地方において
は，日本ほどの教育政策・内容に係る自由が保障されていないため，国レベルにある
ような評議会を地方レベルでも創設してもよいのではと考えます。また，学校レベル
の教育審議会や行政審議会を日本の学校運営協議会のような組織に改編し，一般市民
や父母などが学校運営に携われるようにすることで四権分立を確保することが考えら
れると思います。コスタリカではどちらかといえば四権分立に近いことを国レベルで
はしているので，地方にもう少し徐々に下ろしていけたらいいのではないかと考えま
す。
　他方，日本では逆に，コスタリカの良いところを参考にし，先ほど紹介した教育最
高評議会のような組織を創立者の提案された「教育センター」として国レベルにおい
て創設するのが妥当ではないでしょうか。そこでは教育者や父母，学生，行政官，市
民の代表が集い合議制によって教育政策や内容に係る事柄を決定していくことが考え
らえます。地方レベルにおいては，教育委員会の教育長はコスタリカでいうところの
教育最高評議会の事務局長のような役割に限定し，教育委員長，また教育委員自身の
権限を拡大し，さらに委員の選出の仕方としてコスタリカ方式を採用してもよいので
はないでしょうか。学校レベルにおいて学校運営協議会の活動に良い具体例が出てき
たら，協議会メンバーの中から教育委員会の代表を選出することもできるでしょう。
さらに教育委員会での活動が活発になれば，その中から国レベルの「教育センター」
のメンバーを選出することも可能になるでしょう。このように日本においては，学
校・地方レベルから国レベルに順々に四権分立を実現していくことが考えられます。
　以上，簡単ではありますが，四権分立の私案について日本とコスタリカの 2か国を
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例として紹介させていただきました。ありがとうございました。
